アメリカ会社法における取締役の会社情報の収集権 : 模範事業会社法や州会社法等の展開を中心に by 澤山 裕文













































































































































る。こうした理解を示唆する判例として、1952年の State ex rel. Pas-

























いる。たとえば 1991年の Slattery v. Bower 事件で裁判所は、取締役が
自身の任務懈怠に対する抗弁として会社の財務状況を知らなかったとい
う主張はできないと述べている（31）。他方、取締役や業務執行役員
（managing oﬃ  cers）は、訴訟で会社の帳簿等に記録されている情報の認










































レート・ガバナンスの原理：分析と勧告（Principles of Corporate 

















































































































































































































































































































































る（67）。第１に、1995年のHavlicek v. Coast-to-Coast Analytical Services, 
Inc. 事件がある。同事件で裁判所はカリフォルニア州会社法は取締役に
会社情報の調査について絶対的な権利を認めているとしつつも、裁判所





第２に、2002年の Saline v. The Superior Court of Orange Country 事












第４に、2010年のWolf v. CDS Devco 事件は、CDS Devco 社の株主



































































































 （8）　JAMES D. COX & THOMAS LEE HAZEN, BUSINESS ORGANIZATION LAW, 
344（4th ed. 2016）. これを示唆する判例として、2000年の Kortüm v. 
Webasto Sunroofs, Inc. 事件がある。同事件で裁判所は、取締役には「請求
書面に記された帳簿及び記録の全てを調査する権限が付与されている」が、
株主の場合は「調査の対象となる文書が」株主の示した「目的を達成するた
めに必要かつ十分（essential and suﬃ  cient）であるかどうかを判断する必要
がある」と述べている（769 A.2d 113, 122（Del. Ch. 2000））。 
 （9）　HARRY G. HENN & JOHON R. ALEXANDER, LAWS OF CORPORATIONS 
AND OTHER BUSINESS ENTERPRISES, 578（3d ed. 1983）. アメリカにおい
ては、取締役会と最高業務執行役員（chief executive oﬃ  cer）や上級業務執






務を伴うとされている（See AMERICAN LAW ASSOCIATION, CORPORATE 








 （11）　COX & HAZEN, supra note 8, at 345; HENN & ALEXANDER, supra note 
9, at 579. James Ludlum, Jr., Corporate Director: Their Right to Inspect, 5 
TEX. L. REV. 35, 48（1973） は、この権利を業務執行機能の一つであるとす
る。この点につき、See State ex rel. Dixon v. Missouri-Kansas Pipe Line 
Co.（ 36 A.2d 29（Super. Ct. 1944））. ただし、1957年の Pacent v. Fourth 




明がある場合に限って発生する」と述べている（See 167 N.Y.S.2d 550, 552
（Sup. Ct. 1957））。 
 （12）　Allen Getson, Director’s Right to Inspect Corporate Records, 19 WASH. 
& LEE. REV. 281, 283（1962）. 前者の点を言及する判例として、1995年
の Kelley v. Heritage Nat’l Bank 事 件（897 S.W.2d 96, 97（Mo. Ct. App. 
1995））がある。 
 （13）　WILLIAM MEADE FLETCHER ET AL, 5A FLETCHER CYCLOPEDIA OF 
THE LAW OF PRIVATE CORPORATION, 364（rev. vol. 2012）. 
 （14）　HENN & ALEXANDER, supra note 9, at 578. 
 （15）　GEORGED HORNSTEIN, 1 CORPORATION LAW AND PRACTICE, 522
（1959）. 
 （16）　Ludlum, supra note 11, at 39. こ う し た 理 解 は、AMERICAN LAW 
INSTITUTE, 1 PRINCIPLES OF CORPORATE GOVERNANCE: ANALYSIS AND 
RECOMMENDATIONS, 98 n.1（1994）によれば、ニューヨーク州会社法で
は長年にわたって支配的であったとする。同様の指摘として、See John 
R. Bartels & Eugene J. T. Flanagan, Inspection of Corporate Books and 
Records in New York by Shareholders and Directors, 3 8  CORNELL  L . 
Q. 289, 312-313（1953）; William C. Mclaughlin, The Director’s Right to 
Inspect the Corporate Books and Records-Absolute or Otherwise, 22 BUS. 
LAW. 413, 413（1967）. 
アメリカ会社法における取締役の会社情報の収集権　283
 （17）　WINTHROP BALLANTINE, BALLANTINE ON CORPORATIONS, 384（rev. 
ed. 1946）. 
 （18）　HORNSTEIN, supra note 15, at 522. 
 （19）　9 A.2d 636, 637（1939）. 
 （20）　127 N.E.2d 906, 907（1955）. ちなみに、同事件では解任された取締役が
会社情報の収集権を行使できるかが主な争点となった。この点につき、伊
勢田・前掲（注7）47頁以下、山城・前掲（注7）44頁以下を参照。 
 （21）　Note, Director’s Right to Inspect Corporate Records Demand, 101 U. 




の Overland v. Le Roy Foods 事件（107 N.E.2d 74（N.Y. 1952））がある。 
 （22）　101 N.Y.S 1108, 1110（1st Dep’t 1907）. 
 （23）　See Note, supra note 21, at 557; Charles R. Gibson, Right of Hostile 
Stockholder and Director to Examime the Books and Records of 
Corporation, 51 MICH. L. REV. 747, 749（1953）. 
 （24）　BALLANTINE, supra note 17, at 384. 
 （25）　See 19 A. 766, 767（Conn. 1890）. 
 （26）　247 P.2d 543, 549（Wash. 1952）. 
 （27）　1961年の State ex rel. Farber v. Seinbering Rubber Co. 事件でも同様の
判示がされている（See 168 A.2d 310, 312（Del. 1961））。 
 （28）　Ludlum, supra note 11, at 50. 
 （29）　Martin G. McGuinn, Jr., Right of Directors to Inspect Corporate Books 
and Records, 11 VILL L. REV. 578, 586-587（1966）; HENN & ALEXANDER, 
supra note 9, at 579. ちなみに、20世紀初頭の株主による制定法上の会
社情報の収集権は絶対的な権利として認められていたが、その場合でも
裁判所は不当な目的による会社情報の収集権の行使であると判断した場
合等には職務執行令状を発行しなかった（See Note, “Proper Purpose” for 
Inspection of Corporate Stock Ledger, 1970 DUKE L. J. 393, 395（1970））。 
 （30）　McGuinn, Jr., supra note 29, at 587. 
 （31）　924 F.2d 6, 10（1st Cir. 1991）. 
 （32）　See WILLIAM E. KNEPPER & DAN A. BAILEY, 1 LIABILITY OF 
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CORPORATE OFFICERS AND DIRECTORS, 3-26（8th ed. 2010）. そのような
事案としては、たとえば 1968年の Escott v. Barchris Conster. Corp. 事件











の研究7 取締役（2）」別冊商事200号41頁 [江頭憲治郎教授発言]（1997年））。 
 （34）　ちなみに、ここにいう株主につき、たとえば、2016年改正模範事業会
社法16.02条（h）項では名義株主（record owner）、実質的な所有者（beneﬁ cial 
owner）及び制限されていない議決権信託の実質的な所有者を意味する
と規定している。そのうえで、実質的な所有者の範囲につき、2005年の
Deephaven Risk Arb Trading Ltd. v. UnitedGlobalCom, Inc. 事 件 で は、
実質的な所有者には売り持ち（short position）の株主も含まれると判示して





Guthrie v. Harkness 事件において、「調査権（right of inspection）は、会社
財産を管理している者が実質的な保有者である株主の単なる代理人であ
るという命題（proposition）に基づく」とする（199 U.S. 148, 155 （1905））。












所、1994年）参照。その詳細については、See Melvin Aron Eisenberg, An 









 （41）　ARTHUR R. PINTO & DOUGLAS M. BRANSON, UNDERSTANDING 
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AND EXCHANGE COMMISSION, STAFF REPORT ON CORPORATE 
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き、See id. at 824-825. 
 （53）　取締役は、取締役会で上程された問題に関する検討及びその意思決定
のために要求された範囲で会社情報を調査する権利も有しているとする。
それを示唆する判例として、1998年の Moore Business Forms, Inc. v. 
Cordant Holdings Corp. 事件がある。同事件で裁判所は、全ての取締役が
取締役会への積極的な参加を目的とした会社情報の収集権を有していると
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note 41, at 19.  
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（voting list）であると考えられる。同条につき、See WELCH ET AL., supra 
note 58, at 733-736. 
 （60）　北沢正啓＝戸川成弘訳『カリフォルニア会社法』iii 頁（商事法務研究会、
1990年）。 
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 （64）　252 A.2d 125, 128（Del. Ch. 1969）. 
 （65）　See 1993 WL 144604, at *4（Del. Ch. 1993）. 
 （66）　See 2006 WL 1851481, at *1（Del. Ch. 2006）. その他に前掲（注53）の
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 （67）　カリフォルニア州会社法における判例の動向については、清水・前掲（注
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 （69）　See 122 Cal. Rptr. 2d 813, 816-817（2002）. 
 （70）　See 87 Cal. Rptr. 3d 455, 459-460（2009）.  
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アイ事件判決の検討を中心に～」Disclosure & IR Vol.7 67頁（2018年）も
参照。 
